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 （図表１）製造業向け貸出金残高の推移    （図表２）１先あたり貸出金残高の推移 
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 （備考）本稿では他業態との合併等は考慮していない。 

１．製造業向け貸出の状況 
 (1) 残高の推移 
 平成 27 年度末の製造業向け貸出金残高は、
前期比 1.3％、823 億円減少の６兆 2,173 億円
となり、緊急保障制度のあった 20年度末以降、
７年連続で前期を下回った（図表１）。17 年度
末の残高と比べると、20.4％、１兆 5,945億円
の減少となる。貸出金に占める製造業向け貸出
の割合（製造業向け貸出比率）は低下傾向にあ
り、17年度末の 12.4％から 27年度末には 9.2％
となった。 
 (2) 貸出先数の推移 
 27 年度中の製造業向け貸出先数は、前期比

2.9％、4,939先減少の 16万 3,091先となった。
17年度末比では、30.8％減になる。 
 27 年度末の１先あたり製造業向け貸出金額
は、3,801万円となり、17年度末から約 500万
円増えた（図表２）。この 10年間、製造業向け
貸出金額の平均は、企業向け貸出金額の平均と
ほぼ同水準で推移している。 
 
２．地区別の状況 
 27 年度末の地区別の製造業向け貸出金残高
は、四国、南九州、中国の３地区で前期比増加
した（図表３）。減少した８地区では、北陸の
4.0％減が目立つ。17 年度末と比較すると、全
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ポイント 

 信用金庫の平成 27年度末の製造業向け貸出金残高は、前期比 1.3％減少の６兆 2,173 億円となっ
た。貸出金に占める割合（製造業向け貸出比率）は、9.2％にまで低下している。 

 27 年度末の１先あたり残高は、前期比 1.6％増の 3,812 万円となり、企業向け貸出平均と同水準
であった。この 10年間をみると、平均が 500万円上昇している。 

 地区別の製造業向け貸出金残高は、３地区で前期比増加し、８地区で前期を下回った。製造業向
け貸出比率は、東海と近畿で 10％を超える一方で、東京は 7.9％にとどまる。 

 27 年度末の信用金庫別の製造業向け貸出比率は、①５％未満が 84 金庫、②５％以上 10％未満が
108 金庫、③10％以上 20％未満が 69金庫、④20％以上は４金庫あった。 

 17 年度末から 27 年度末における製造業向け貸出と不動産業向け貸出の関係を都道府県別にみる
と、31都道府県で製造業向けが減少・不動産業向けが増加となった。 

 

  ※本稿は、日本銀行「貸出先別貸出金」より作成している。 

 

（図表４）都道府県別郵便貯金減少額と 
 信用金庫個人預金増加額 
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（備考）１．日本銀行『預金現金貸出金調査表』お

よび日本郵政公社ＨＰより作成 
    ２．両業態とも、2000 年度末から 2004 年
度末までの総増減額 
    ３．旧船橋信金および旧杵築信金の合併を

調整して算出 
    ４．推計式は以下のとおり。 
 信用金庫個人預金増加額＝－440.30＋0.250×郵

便貯金減少額 
             （-1.043）（6.147） 
 ＜決定係数=0.444、( )内はｔ値、推計期間

2000-2004 年度末＞ 



 

本レポートは、情報提供のみを目的とした上記時点における当研究所の意見です。施策実施等に関する最終決定は、ご自身の判断でな

さるようにお願いします。また、当研究所が信頼できると考える情報源から得た各種データ等に基づいて、この資料は作成されており

ますが、その情報の正確性および完全性について当研究所が保証するものではありません。 

 

11地区で残高が減少しており、なかでも北陸と
東京の減少率は３割を超えた。 
 27年度末の製造業向け貸出比率をみると、東
海の 12.4％が最も高く、近畿の 11.1％が続く。
また、17年度末には５地区で製造業向け貸出比
率が２桁あったものの、27年度末には２地区に
まで減少している。 
 
３．信用金庫別の状況 
 (1) 27年度中の増減 
 27 年度中の信用金庫別の製造業向け貸出状
況は、前期比増加が 98 金庫（構成比 36.9％）、
前期比減少は 167金庫（63.0％）となり、減少
金庫が増加金庫を上回った。このうち 10％以上
の増加が 12 金庫（4.5％）、10％以上の減少は
11金庫（4.1％）となった。 
 (2) 製造業向け貸出比率 
 27年度末の製造業向け貸出比率は、①５％未
満が 84金庫（構成比 31.7％）、②５％以上 10％
未満が 108 金庫（40.7％）、③10％以上 20％未
満が 69 金庫（26.0％）、④20％以上は４金庫

（1.5％）あった（図表４）。 
 17 年度末の割合と比較すると、５％未満が
19.8％（58 金庫）から 31.7％（84 金庫）に上
昇した一方で、20％以上は 7.8％（23金庫）か
ら 1.5％（４金庫）となった。 
 なお、27年度末の製造業向け貸出比率が 20％
以上の４金庫の属する地区は、東海２金庫、近
畿２金庫となる。 
 
４．不動産業向け貸出との関係 
 近年、製造業から不動産業に転業するケース
が多いとの意見がある。 
 そこで都道府県別の不動産業向け貸出と製
造業向け貸出の関係をみた（図表５）。17 年度
末から 27 年度末の 10 年間で 47 都道府県中 31
都道府県の製造業向け貸出が減少・不動産業向
け貸出が増加している。その他、製造業・不動
産業向けともに減少が 12 県、製造業・不動産
業向けともに増加が４県あった。 
                以 上 

 

  （図表３）地区別の製造業向け貸出金残高 

（単位：億円、％）

地区

増減率 増減額 増減率 増減額

北海道 1,951 6.3 1,419 4.6 1,385 4.4 2.2 △ 29.0 △   566 △ 2.3 △ 33

東　北 1,535 6.5 1,356 6.0 1,327 5.7 2.1 △ 13.5 △   208 △ 2.1 △ 29

東　京 14,835 12.0 10,315 8.4 10,109 7.9 16.2 △ 31.8 △ 4,726 △ 1.9 △205

関　東 12,413 10.4 9,981 8.2 9,862 8.0 15.8 △ 20.5 △ 2,550 △ 1.1 △118

北　陸 2,364 12.7 1,526 9.3 1,465 8.8 2.3 △ 38.0 △   898 △ 4.0 △ 61

東　海 20,827 17.3 17,560 12.7 17,492 12.4 28.1 △ 16.0 △ 3,334 △ 0.3 △ 67

近　畿 19,017 15.2 16,200 11.6 15,883 11.1 25.5 △ 16.4 △ 3,133 △ 1.9 △316

中　国 2,748 9.4 2,544 8.3 2,551 8.2 4.1 △  7.1 △   197 0.2 7

四　国 743 6.4 642 5.3 655 5.4 1.0 △ 11.9 △    88 1.9 12

九州北部 869 8.1 760 7.5 738 7.3 1.1 △ 14.9 △   130 △ 2.7 △ 21

南九州 779 5.1 676 4.5 687 4.4 1.1 △ 11.8 △    92 1.6 11

合　計 78,118 12.4 62,996 9.5 62,173 9.2 100.0 △ 20.4 △15,945 △ 1.3 △823
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  （備考）沖縄県は合計に含む。 
 
 
 （図表４）信用金庫別の製造業向け貸出比率  （図表５）都道府県別の製造業向け貸出と不動産業 
                            向け貸出の関係（17年度末→27年度末） 
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